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2021年 6 月 28 日 
各 位 

会 社 名 WDB ココ株式会社 
代表者名 代表取締役社長 谷口 晴彦 
 （コード番号：7079） 
問合せ先  取締役管理本部長 藤原 素行 
 （電 話 番 号：03-5144-2250） 

 
 

支配株主等に関する事項について 
 
 
 当社の親会社である WDB ホールディングス株式会社について、支配株主等に関する事項は、
以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 
 
1. 親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号  

名称 属性 
議決権所有割合（%） 発行する株券等が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

WDB ホールディングス(株) 親会社 68.91 - 68.91 東京証券取引所 市場第一部 

 
2. 親会社企業グループにおける上場会社の位置づけ及び親会社等との関係 
 当社は、親会社である WDB ホールディングス株式会社を中心とした企業集団（WDB グルー
プ）に属しております。同社は当社の議決権の 68.91%を保有する筆頭株主であり、WDB グルー
プにおいて、人材サービス事業、CRO 事業、プラットフォーム事業、その他事業を行っておりま
す。 
 
① 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置づけ 
 当社は、WDB グループの CRO 事業セグメントに属しており、国内の製薬企業に対し安全性情
報管理サービスを主軸とした CRO サービスを提供する会社と位置付けられております。WDB ホ
ールディングスは、上記のとおり当社の議決権の 68.91%を所有する親会社でありますが、当社が
上場会社としての事業運営の独立性を維持して経営していることを尊重しており、WDB ホール
ディングスとの間では下記のとおり役員の兼務があるものの、当社の事業活動や経営判断に対す
る制約はありません。 
 また、当社の経営上の重要事項につきましては、事業上の制約はなく、当社独自の意思決定に
基づき自ら経営責任をもって事業経営を行える状況にあることから、親会社からの独立性は確保
されていると考えております。 
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② 親会社等の企業グループとの役員の兼務関係について 
2021 年 3 月 31 日時点における当社役員 9 名のうち、親会社である WDB ホールディングス株

式会社の役員を兼ねているものは 1 名であります。当該役員の当社における役職、及び同社にお
ける役職は以下のとおりであります。 

（役員の兼務状況） 

役職 氏名 親会社等または 
その企業グループでの役職 就任理由 

取締役 中野 敏光 親会社 
WDB ホールディングス(株) 代表取締役 

親会社の関係会社 
WDB(株) 代表取締役 
WDB 工学(株) 取締役 
WDB 臨床研究(株) 取締役 
WDB ケミカルラボラトリー(株) 取締役 
WDB事業承継パートナーズ(株) 代表取締役 
カケンジェネックス(株) 取締役 
WDB 独歩(株) 取締役 
ネゾット(株) 代表取締役 

WDB グループ経営における豊富な経
験と知見を有しており、広範かつ高度
な視点からの経営全般に対する助言
を得るため 

 
3. 支配株主等との取引に関する事項 

（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

種類 会社等の 
名称又は氏名 所在地 

資本金 
又は出資金 

(千円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 

(千円) 科目 期末残高 
(千円) 

親会社 
ＷＤＢ 

ホールディ
ングス㈱ 

兵庫県 
姫路市 1,000,000 

持株会社
として、
グループ
会社の経
営管理 

(被所有) 
直接 68.9 

役員の 
兼任等 

不動産の
賃借料 22,978 未払金 2,175 

(注) １. 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず期末残高には消費税等が含まれております。 
２. 賃借料は独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件及び取引条件の決定方針等で行っております。 

 
4. 支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 
当社は、親会社またはその子会社との取引に際しては、市場実勢価格を勘案して取引条件等を

決定しています。また、社外取締役を委員長とし、社外取締役と社外監査役の全員を委員として
構成される、取締役会の諮問機関である関連当事者取引検証委員会での審議結果を踏まえて、当
社取締役会を中心とした当社独自の意思決定を行っていることから、内容の妥当性ならびに意思
決定手続きの正当性については問題ないものと考えております。 

以上 
 


